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１

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
笹川スポーツ財団の藤原です。本日は「わが国の中央競技団体の現状」と題して発表を行いたいと思います。よろしくお願いします。
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目的
２

本研究は、わが国におけるスポーツ振興の直接の担い手

である競技団体（種目団体）を統轄する、中央競技団体

の登録競技者数および役職員数などの現状を把握し、

スポーツの効果的な普及および強化の方策を検討する

基礎資料を得ることを目的とした。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
本研究の目的です。本研究は、わが国におけるスポーツ振興の直接の担い手である競技団体を統轄する、中央競技団体の登録者数および役職員数などの現状を把握しスポーツの効果的な普及および強化の方策を検討する基礎資料を得ることを目的としています。



日本体育・スポーツ経営学会 第35回大会 2012/3/21

調査概要
３

１.対象

（財）日本オリンピック委員会
（財）日本体育協会
（特非）日本ワールドゲームズ協会 に加盟・準加盟している 84 団体

２.方法

郵送法による質問紙調査

３.期間

2010年6月 ～ 2011年1月

※本研究（調査）はボートレース公益資金による日本財団の助成金を受け
笹川スポーツ財団 2010年度 研究調査事業として、早稲田大学 武藤 泰明 氏
作野 誠一 氏と共同で実施した。

４.協力
日本オリンピック委員会、日本体育協会、日本ワールドゲームズ協会

※法人格は調査時のもの

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
調査概要です。調査の対象ですが、財団法人日本オリンピック委員会、財団法人日本体育協会、特定非営利法人日本ワールドゲームズ協会に加盟または準加盟している84団体を対象としています。ここでの、JOCや日体協の法人格は調査時のものを使用しています。方法として、84団体の事務局宛に郵送で質問紙調査を配布しました。調査期間は2010年の6月から2011年の1月までの半年間で、配布・回収を行いました。また本調査は、JOCと日体協に協力をいただき、各競技団体の事務局に郵送した調査票に、JOC・日体協からの協力の依頼文書を同封しました。後にも述べますが、このことにより高い回収率を実現することが出来ました。JOC・日体協には感謝申しあげます。また、本調査はボートレース公益資金による日本財団の助成金を受け、笹川スポーツ財団2010年度研究調査事業として早稲田大学の武藤先生と作野先生と共同で実施いたしました。
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調査項目
４

①競技人口について

登録制度の有無、登録競技者数（性別／個人・チーム）

推計競技人口、推計方法

②役職員数について

役職員数（雇用形態別および性別）

③収支予算について

④役職員個人について

年齢、性別、雇用形態、学歴、競技経験、入職経路 など

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
調査項目です。本調査では大きく分けて4つの項目を調査しました。1番目が、競技人口について。これにはそもそも登録制度があるかどうか、そして登録されている競技者数は何人または何チームあるか、などです。2番目が団体の役職員数について。雇用形態や性別をたずねています。3番目が収支予算について。これについては、この発表では時間の都合上割愛しますが、ウェブや団体から提供された資料から、団体の予算データを入手しました。4番目が役職員個人について。これは割と画期的だったと思うのですが、中央競技団体に勤める役職員個人に対して調査票を配布し、記入してもらいました。団体宛に10部調査票を送付し、足りない部分はコピーをしてもらうという形をとったのですが、これも後で述べるようにかなりの数が回収出来ました。
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調査対象団体
５

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それではこれが調査対象とした団体の一覧です。スライドでは文字が小さくて見づらいと思いますので、後ほどにでもお手元の資料でご確認いただければと思います。
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調査対象団体
６

注１ （一財）：一般財団法人

（一社）：一般社団法人

（公社）：公益社団法人

注２ 団体の法人格は調査時のもの

注３ 「団体」は競技人口および役職員数の調査に回答

「個人」は役職員個人調査に回答

「予算」は収支予算データを入手

注４ 「※」は常勤役職員が０人のため

個人調査に回答していない

８４団体中７９団体からの回答

（回答率９４.０％）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここに示した84団体に調査票を配布したわけですが、注意点として、ここも団体の法人格は調査時のものとなっています。また表の上の方にある、団体・個人・予算というのは、先ほど調査項目で説明したもので、回答が得られた部分には○を付けてあります。また、常勤の役職員が0人の団体もありますので、その部分は※印になっています。これも後ほど確認してもらえればと思います。回収ですが、84団体中、79団体からの回答が得られました。これは最も回答が多かった、役職員などを答えてくれた団体をカウントしています。
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結果－競技人口
７

登録人口、競技人口、実施人口の関係

中央競技団体の登録制度の状況（n=79）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは結果に移ります。まず、競技人口についてです。競技人口と一言に言っても、その定義はさまざまですが、一般的にそのスポーツを行っている人口を図示するとスライドのようになると思われます。まず一番広いのが実施人口。これは年に1回だけ、そのスポーツをするような人も含まれます。次に競技人口。大会に参加したり、あるいは週に1回など定期的に実施する人がこの部分でしょう。最後が登録人口。これが本研究で対象としている部分ですが、競技団体に競技者として登録している人を指します。これが最も狭い意味での競技人口と言えます。登録制度をみると、個人登録制度のみがある団体が61。チームの登録制度のみがあるのが3。個人・チーム共に登録制度があるのが5。登録制度が無いのが10となっています。一番上の個人登録のみありと個人・チーム共にありを足すと、8割を超え、8割以上の団体に個人を登録する制度があることがわかります。
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結果－競技人口
８

中央競技団体の登録競技者数および登録チーム数（抜粋）

※１ 性別不明902人含む

※２ 性別不明1,883人含む

※３ 日本野球連盟

全日本大学野球連盟

日本高等学校野球連盟

全日本リトル野球協会

日本少年野球連盟

全日本少年硬式野球連盟

全日本女子野球協会

全国高等学校女子硬式野球連盟

全日本軟式野球連盟

日本ポニーベースボール協会

全日本大学軟式野球連盟

日本体育協会

全日本大学準硬式野球連盟

全国専門学校野球連盟

日本中学校体育連盟

全日本還暦野球連盟

全日本女子軟式野球連盟

全日本大学女子野球連盟 の合計

６４団体の合計はおよそ４９０万人

個人登録者数が最も多いのはサッカー

登録チーム数が最も多いのは軟式野球

野球の推計登録者数 １２４万人

ソフトボールの推計登録者数 １９万人

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
それでは登録競技者と登録チーム数を示したものが次のスライドです。当然、66団体のデータがあるのですが、ここでは紙面の都合上、登録者数の多い団体の抜粋版を示しました。最も登録者多いのが、表の中ほどにある日本サッカー協会です。個人登録者が約88万人もいます。そしてそのほとんどが男性ですね。次に多いのがサッカーから7つ下の、日本バスケットボール協会の61万人です。これら登録競技者数の合計は490万人となりました。そして登録チーム数が最も多いのはバスケットボール協会の1つ上にある軟式野球連盟で、5万8千チームほどが登録されています。また、野球については統轄団体がバラバラのため、トータルの登録チームというのが不明です。そこで※3にあるような団体の登録チーム数を足し上げて、軟式野球の登録チームと足すと、およそ6万8千チームほどが存在しています。推計方法はここでは割愛しますが、このチーム数からは野球が約124万人、ソフトボールが19万人の登録者数がいると推計されます。
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結果－役職員数
９

中央競技団体の雇用形態別役職員数（79団体）

役職員合計 ２,２８６人

役員 １,５５１人

職員ほか １,７３５人

（人）

正規雇用者に限ってみると

１団体平均 ６.１人

最大の団体 ９２人

２番目の団体 ２４人

０人の団体 ２２団体（２７.８％）

関係者のボランタリーな活動によってささえられている
中央競技団体も多い

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に団体の役職員数についてです。回答のあった79団体の役職員の合計は2286人でした。雇用形態も調査しており、内訳をみると、役員が1551人、職員ほかが735人となりました。さらに正規雇用者に限ってみると、1団体平均は6.1人でした。正規雇用者が最も多い団体は92人、2番目に多い団体は24人です。また、正規雇用者が0人の団体も22団体で、全体の3割弱を占めています。これをみればわかるとおり、正規雇用者を雇わず、関係者のボランタリーな活動によってささえられている中央競技団体も多いことがわかります。
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結果－役職員個人について
１０

役員（常勤）

正規雇用者

契約／嘱託職員

出向

個人を対象に調査

（調査票の配布方法等は各団体に一任）

６９団体の５２２人からの回答

回答率（７４.９％）

（５２２人／６９７人）

（人）

本調査の結果を中央競技団体の職員の
全体傾向として論じられると判断

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次が役職員個人についてです。個人調査については、常勤の役員、正規雇用者、契約・嘱託職員、出向の個人を対象に調査票を配布しました。この配布方法については、団体に一任しています。10部入れて、足りなかったらコピー。回収は揃えて返信してもらった。こうして、69団体から522人の回答を得ることが出来ました。この数は表を赤枠で囲んだ部分の人数が697人ですので、そのうちの4分の3の人のデータが得られたことになります。これをもって、本調査の結果を中央競技団体の職員の全体傾向として論じても問題ないと判断しました。
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結果－役職員個人について

全体（n = ５１９） ４４.２歳

男性（n = ３２６） ４６.３歳

女性（n = １９３） ４０.５歳

平均年齢（全体・性別）

平均年齢（雇用形態別）

（参考）平成１７年度国勢調査

中央競技団体の役職員の平均年齢（n = ５０７）

１１

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
平均年齢は44.2歳。男性が46.3歳、女性が40.5歳でした。雇用形態別に平均年齢をみると、当然役員が最も高く57.5歳。次に契約・嘱託職員が45.3歳。出向、正規雇用者と続きます。参考までに下に平成17年度の国勢調査の結果を示しています。当時から数年経過していることを考慮しなければいけませんが、役員と契約・嘱託職員といった非正規雇用は中央競技団体の方が年齢が高く、正規雇用者は同じくらいということがわかります。
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結果－役職員個人について
中央競技団体の職員の入職経路（n = ４３１）

（％）

注 職員は「正規雇用者」「契約／嘱託職員」のいずれかの雇用形態の者。

職員の半数以上が

縁故で入職

１２

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に示したのが、正規雇用者と契約・嘱託職員に限った職員の中央競技団体に入った経路についてです。少し衝撃的な結果ですが、半数以上が縁故によって入職していることが明らかとなりました。次に多いのが広告ですが、その割合は10％にも達していません。一番下のその他ですが、無回答を除けば最も多いのが、派遣職員やアルバイトからの雇用です。これも広い意味での縁故と言えますので、さらに縁故の割合は高いといえます。また、次に多いのが、団体自身の公募による入職、さらには自ら履歴書を送って採用されたという人もいました。
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結果－役職員個人について

中央競技団体の職員の入職前の仕事経験（n = ４３１）

職員の８割が

転職を経て入職

注 職員は「正規雇用者」「契約／嘱託職員」のいずれかの雇用形態の者。

１３

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
これも先ほどと同様、正規雇用者と契約・嘱託職員に限ったデータですが、今の職業に就く前に仕事経験はありますかと聞いたところ約8割があると回答しています。つまり、職員の8割が転職を経て中央競技団体に入ってきていることがわかります。
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結果－役職員個人について

中央競技団体の職員の競技経験（n = ４５８）

注 職員は「正規雇用者」「契約／嘱託職員」「出向」のいずれかの雇用形態の者。

職員の５割が

当該団体種目の競技経験あり

１４

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
次に示したのは、職員のその勤めている競技団体の種目を経験したことがあるかどうかです。約半分の職員が勤めている競技団体の種目を経験しています。
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結果－役職員個人について

中央競技団体の職員の競技レベル（n = ２２２）

注 職員は「正規雇用者」「契約／嘱託職員」「出向」のいずれかの雇用形態の者。

競技経験のある職員の５割が

全国大会以上の競技レベル

１５

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
そしてその競技経験がある人に、その競技レベルを聞いたところ、国際大会レベルが11.7％。全国大会レベルが39.2％でした。つまり、競技経験がある職員の5割、職員全体の4分の1が高い競技レベルをもっていたことがわかります。
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結果のまとめと考察

６４団体の合計はおよそ４９０万人

「野球」と「ソフトボール」の推計登録者数を加えると６００万人を超える

国民の５％程度が競技者（またはチームの一員）として競技団体に登録している

推計競技人口（愛好者などを含む）は多くの団体でデータが未整備

登録競技者について

強化・普及のために公的な支援を受ける中央競技団体は、団体の活動評価の
指標として、登録競技者および推計競技人口の定義を明確化し、その数を
定期的に算出・公表することが必要であろう。

役職員について

役員を除く職員は、７３５人（７９団体）で最大の団体を除くと1団体平均５.１人

職員（正規雇用者、契約／嘱託職員）の５割以上が縁故による入職

職員（正規雇用者、契約／嘱託職員）の８割が転職経験者

職員（正規雇用者、契約／嘱託職員）の１／４が当該種目で全国大会以上のレベル

競技実績をもつ者の縁故採用が推察される。常勤職員を雇用している団体に
おいても、財政的な制約から職員の数が限られるため、新卒者の採用を控え
競技経験をもつ転職者や出向者にささえられる現状が伺える。

１６

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
結果とまとめと考察です。登録競技者については、中央競技団体64団体の合計はおよそ490万人。ここに野球とソフトボールの推計登録者数を加えると、600万人を超えます。つまり、国民の5％程度が競技者またはチームの一員として競技団体に登録してるということです。ですが、愛好者などを含む推計競技人口については、多くの団体でそのデータは未整備となっています。したがって、強化・普及のために公的な支援を受ける中央競技団体は、団体の活動評価の指標として、登録競技者および推計競技人口の定義を明確化しその数を定期的に算出・公表することが必要と考えられます。ちなみに、笹川スポーツ財団にデータの問い合わせでマスコミや一般の方から最も多いのは、競技人口に関することです。これが一番多いです。役職員についてですが、役員を除く職員は79団体の合計で735人で、92人の正規雇用者を抱える団体を除くと、1団体で平均5.1人でした。そしてその職員、ここでは正規雇用者と契約・嘱託職員ですが、は、5割以上が縁故で入職。8割が転職経験者。4分の1が全国大会以上の競技レベルを持っています。つまり、競技実績をもつ者の縁故採用が推察されます。先程も述べたように、そもそも3割の団体に正規雇用者が存在しないのですが、さらに常勤職員を雇用している団体においても、財政的な制約から職員の数が限られるため、新卒者をの採用を控え、経験を持つ転職者や出向者にささえられている現状が伺えます。決して、縁故採用が多いからダメとか言っているわけではなく、あくまでも現状がこうなっているということを示していますので、誤解のないようにお願いします。
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考察－登録競技者数と正規雇用者数の関係
１７

R = 0.７６２

正
規
雇
用
者
数

登録競技者数

（人）

（人） 登録競技者数が２万人を超える団体（２２団体）には

最低１人の正規雇用者

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最後に、登録競技者数と正規雇用者数の相関関係をみた図を示しました。これをみると、相関係数0.762で、正規雇用者数と登録競技者数にはある程度強い相関がみられます。また、登録競技者数が2万人を超える団体、これは22団体あるのですが、そこには最低一人は正規雇用者がいますので登録競技者から得る会費などが、団体を運営していく人材を雇用するために重要な要素あることが示唆されます。
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終わりに
１８

http://www.ssf.or.jp/research/report/report4.html

「中央競技団体現況調査」報告書全文

質問などは

data@ssf.or.jp

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
最後になりますが、本日発表した中央競技団体の調査の報告書については、笹川スポーツ財団のウェブサイトで全文を公開しています。時間の都合で割愛した予算に関する分析なども掲載していますので、お時間ある方はこのURLを見ていただければと思います。これで発表を終わります。ご静聴ありがとうございました。
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